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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成27年３月23日に提出いたしました第20期（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）の有価証券報告書の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

４　事業等のリスク

(1）法的規制等について

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。

 

EDINET提出書類

株式会社日本エスコン(E03992)

訂正有価証券報告書

2/3



第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

４【事業等のリスク】

  （1）法的規制等について

（訂正前）

　会社法や金融商品取引法の規制のほか、当社グループが属する不動産業界では、「国土利用計画法」、「宅地建

物取引業法」、「建築基準法」、「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」、「不動産特定共同事業

法」、「資産の流動化に関する法律」、「信託業法」、「貸金業法」等により法的規制を受けております。

　また、当社グループは、不動産業者として、「宅地建物取引業法」に基づく免許を受け、不動産販売及び関連事

業を行っております。上記の改廃や新たな法的規制の新設によっては当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

（訂正後）

　会社法や金融商品取引法の規制のほか、当社グループが属する不動産業界では、「国土利用計画法」、「宅地建

物取引業法」、「建築基準法」、「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」、「不動産特定共同事業

法」、「資産の流動化に関する法律」、「信託業法」、「貸金業法」等により法的規制を受けております。

　また、当社グループは、不動産業者として、「宅地建物取引業法」に基づく免許を受け、不動産販売及び関連事

業を行っております。上記の改廃や新たな法的規制の新設によっては当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

許認可等の名称 所管官庁等 許認可等の内容 取得年月 有効期限
法令違反の要件及び
主な許認可取消事由

宅地建物取引業免

許

国土交通大臣 国土交通大臣免許

(3)第6034号

（大阪府知事免

許）平成８年６月

（建設大臣免許　

現、国土交通大臣

免許）

平成12年７月

平成32年７月６日

（５年ごとの更

新）

不正な手段による許

可の取得や役員等の

欠格条項違反に該当

した場合は許可の取

消（宅地建物取引業

法第66条）

建設業許可

（大阪府知事－特

定）

建築・土木

大阪府 大阪府知事許可

（特-26）第

123824号

（建築、特-16）

平成17年３月

（土木、特-17）

平成17年６月

平成32年３月10日

（５年ごとの更

新）

管理責任者不在等の

要件欠如に該当した

場合は許可の取消

（建設業法第29条）

一級建築士事務所

登録

（①大阪）

（②東京）

①大阪府

②東京都

①大阪府知事登録

(ニ)第18579号

②東京都知事登録

第48798号

大阪：平成12年７

月

東京：平成15年６

月

①平成32年７月30

日

②平成30年６月９

日

（５年ごとの更

新）

不正な手段による免

許の取得や建築試験

の合格決定の取消が

あった場合は許可の

取消（建築士法第９

条）

不動産特定共同事

業

金融庁

国土交通大臣

金融庁長官・国土

交通大臣

第47号

平成18年９月 無し 不正な手段により許

可の取得や定められ

た資本金等の額が定

められた額を満たさ

なくなった等の不適

合となった場合は許

可の取消（不動産特

定共同事業法第36

条）
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